
 

 

地域金融連携 

 

⑦株式会社池田泉州銀行 

「２つの助成金制度を活用した企業サポート」（2016 年優秀賞） 

 

受賞理由：関西経済の活性化を目的に助成金制度を構築。先進技術や新しいビジネスモデルを有す

る企業の起業・育成支援のほか、産官学連携にフォーカスした事業多角化や第二創業等を支援して

いる。制度に採択された企業には資金面のみならず銀行の機能・官学等のネットワークを総動員した

多面的・継続的な支援を行い、売上の増加や雇用創出などの成果を生み出している。 

(実施者) 

株式会社池田泉州銀行 

(事業の背景及び経緯） 

当時、関西は雇用環境が改善せず、特に大企業には東京への本社移転と新興国への生産拠点 

移転の動きがあり、いわゆる二重の空洞化が進行するなか経済は深刻な影響を受けていた。 

当行は、関西経済の活性化に資する取組みとして、２０００年に第１回目のビジネスマッチ 

ングフェア（現在のビジネス・エンカレッジ・フェア）を行っていたが、さらに新たな仕事の 

創造・雇用の創出等の地域活性化を目的に、助成金制度を創設した。 

 (事業内容) 

新たな仕事の創造・雇用の創出等の地域活性化を目的に、平成１５年にスタート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(成果) 

創業まもない企業あるいは独自の技術を有する企業に継続的な支援を行い、これら受賞企業の

成長を通じて、地域経済活性化に貢献できるよう注力している。 
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受賞件数累計

助成⾦制度の推移 
● 平成 15 年度～計 16 回公募 

● 新規性・独創性のあるビジネスプラン 

  を有する企業、起業家の発掘・育成 

● 総額 1,000 万円 

【先駆性】   銀行本体が事業主体となり、「ものづくり・産官学連携」の観点で制度開始 （平成 15 年より） 

【独創性】   地域の産官学連携の促進 

         ● 開かれた制度設計   … 取引の有無や連携先に関わらず申込みが可能 

         ● 透明性の確保      … 外部の有識者による審査 

         ● 産官学ﾈｯﾄﾜｰｸの拡充 … 中小企業のサポート力を向上 

         ● 申込後のサポート    … ライフステージに応じた多面的・継続的なサポート 

                            （技術開発、出資・融資、販路開拓、海外展開、M&A 等） 

● 平成 16 年度～計 12 回公募 

● 中小企業と大学等との事業化を目指す 

  共同研究開発の促進 

● 最高 300 万円 … 総額 3,000 万円 

コンソーシアム研究開発助成⾦ ニュービジネス助成⾦ 

助成⾦制度の特⻑ 



 

 

下記は、受賞企業向け定量的効果の一例。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (事業に取り組み苦労したこと) 

ユニークなビジネスモデルを有する企業や、高い専門性・技術力を有する企業等から、幅広く

クオリティの高い助成金募集を行うためには、産官学のネットワークを活用したＰＲの実施と、

応募の間口拡大を行うことが必要不可欠と考え、大学・公的機関・地方治自体等と積極的な関係

構築に努めてきた。 

また、各企業の技術・製品開発が日進月歩で高度化・専門化し、日々新たなビジネスが創造・

創出されるなか、応募されたビジネスプランの是非を見極める専門知識の習得が課題。専門能力

と目利き力を有する産官学の有識者との日常的・恒常的な意見交換を実施し、大学・公的研究機

関等の知見活用に努めてきた。 

(事業の成功要因) 

・ 近畿経済産業局をはじめ、国立研究開発法人産業技術総合研究所等の公的機関との関係強化 

が図られたこと 

・ 関西１５大学と産学連携協定を締結し、各大学の大学教授等との新たな接点が生まれ、知見 

が活用出来たことと併せ、研究レベルの高い大学発ベンチャー等の応募が増加したこと 

・ 地元自治体（合計２０府市町）と産業（地域）振興連携協定締結し、ＰＲと応募の間口拡大 

  が出来たこと 

 

  



 

 

 【受賞後の取組みについて】 

受賞後の助成金案内パンフレットに「イノベーションネットアワード２０１６受賞」について 

掲載した結果、過去最多の申込数となるなど、地域経済活性化を目的とした取組みとして認知度

が高まった。 

 

 

 

 

 

 


